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市役所への郵便物は、「〒 951-8550　新潟市役所○○課」で届きます。本文中のÌは申し込み、Íは問い合わせ

　人事行政の透明性を一層高めることを目的として、採用、
条件などを含む人事行政全般の状況を公表します。
※さらに詳しい内容は、10月15日発行の「市公報」に掲載し、
情報室（市役所本館1階）に配置しているほか、市ホームペ
トップページ｢新潟市の基本情報・新潟市公報｣のコーナー
ンクしています。

市職員の
人事・給与などのあらま

問い合わせ　人事課（ 025-226-2489）

人事行政の運営状況の概要
（１）職員の任免および職員数に関する状況
①職員の採用状況（平成20年4月2日～平成21年4月1日）
ア　試験採用 （

区分

大卒程度
免許
資格
職

高卒程度
身体障
がい者

民間経験者 消　防
幼稚
教諭事務 事務

以外 事務 事務
以外 事務 事務

以外
大卒
程度

高卒
程度

採用
者数

47
（24）

30
（7）

66
（59）

4
（2）

2
（0）

1
（0）

4
（1）

2
（1）

18
（0）

10
（0）

4
（4）

※（　）内は女性の人数

イ　選考採用 （単位：人）

教育 教育職員以外 合計

32 13 45

※選考採用としては、教育職員や医
県や他の地方公共団体の職員な
の職員として採用しました

②職員の退職状況（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

区分 事務 事務以外 技能労務 消防 教育

定年退職 68 67 48 10 3

普通退職 13 44 6 1 37

募集退職 53 40 10 18 4

死亡退職 3 0 2 2 0

その他退職 1 1 1 0 0

計 138 152 67 31 44

（

③部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

部　門
職員数

増減数 主な増減理由
平成21年 平成20年

一
般
行
政
部
門

議　　会 25 26 △1 業務執行体制の見直しなど

総　　務 941 966 △25 業務執行体制の見直しなど

税　　務 269 274 △5 業務執行体制の見直しなど

民　　生 1,216 1,215 1 生活保護業務の増など

衛　　生 677 709 △32 清掃施設管理業務の委託化

労　　働 6 8 △2 派遣職員の引き揚げ

農林水産 204 210 △6 業務執行体制の見直しなど

商　　工 93 85 8 ポートセールス推進体制の強

土　　木 560 560 0

小　　計 3,991 4,053 △62

特
別
行
政

部
門

教　　育 1,107 1,187 △80 学校用務員・調理員の配置基準見

消　　防 902 905 △3 欠員

小　　計 2,009 2,092 △83

公
営
企
業
な
ど
部
門

病　　院 805 824 △19 医療職配置基準の見直しな

水　　道 356 372 △16 電話照会業務の委託化など

下 水 道 214 221 △7 ポンプ場業務の委託化など

そ の 他 218 230 △12 業務執行体制の見直しなど

小　　計 1,593 1,647 △54

合　計 7,593 7,792 △199

（

※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者
派遣職員などを含み、臨時・非常勤職員を除いています

医事専門職・医療情報システム専門職を募集市民病院

１次試験日　12月６日（日）
会場　市立高志高校
申込期間　あす26日～11月13
日金曜（消印有効）
案内・申込用紙　同病院医
事課、市役所本館案内、人事
委員会事務局、区役所総務課、
東京事務所などで差し上げま
す。郵送を希望する人は、返
信用の長形３号封筒（あて名
を記入し、90円切手をはる）を
同封し、封筒に「（○○職）試
験案内請求」と明記し、同病
院総務課（〒950-1197、中央区
鐘木463-7）へ送付してください
※同病院ホームページ（http://www.hosp.niigata.niigata.jp/）にも掲載
Í同病院総務課（ 025-281-5151）

職種・
採用人数 医事専門職・１人 医療情報システム専門職・１人

業務内容
○診療報酬請求・患者受付・
　会計事務に関する業務
○医事業務委託の管理・監督
○病院経営に関する分析評価

○電子カルテを主とした医療情
　報システム全体の運用管理
○医療情報システムへの院内各
　部門の要求調整
○医療情報システムの中・長期
　計画作成
○医療情報システム業務（オペレ
　ータ・システム保守）委託の管
　理・監督

受験資格

昭和25年４月２日以降に生ま
れた人で、医療保険制度・診
療報酬点数表・施設基準等を
熟知し、病院（病床数100床以
上）で上記の職務内容に関す
る業務経験（受託事業者の職
員としての勤務を含む）が10
年以上ある人

昭和25年４月２日以降に生まれ
た人で、システムエンジニアま
たは病院（病床数100床以上）職員
として業務経験が10年以上あり、
かつ、医療情報システムの開発
または運用に関する業務経験が3
年以上ある人

市政に対し公正・中立に調査　市行政評価委員会
　「市行政評価委員会」は、皆さんが市に申し出た市政に関する苦情で、その後の市の処理に
対し不満が残る事柄を皆さんの申し立てに基づき、公正・中立な立場で調査・検討し、処理
に間違いがあれば、それを正しく直すよう、皆さんに代わって市長に意見を述べる機関です。
　委員会は、中立的な立場で調査・検討するため、弁護士を含め一般市民３人の委員で構
成されています。
　申し立ては、市政に対してみずからの利害関係があれば誰でもできます。
　対象範囲は、市が行っている仕事とそれに携わった職員の行為で、申立人自身の利害にか
かわるものです。裁判中や判決などの確定した事項、行政不服審査法による不服申し立てを
行っている事項などは、申し立てができません。また、原則として苦情申し立ての原因となっ
た事実のあった日から１年を経過しているものも、申し立てできません。
行政評価委員による苦情相談

　市政に関する市の処理への苦情相談を受け付けます（要予約）。
相談日時　11月10日（火）午後１時15分～午後４時15分（１人60分）
会場　行政評価委員会室（市役所第１分館１階）
Ì市行政評価委員会事務局（広聴課内 025-226-2098）

ビジネス関連◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

国内外の１３０社が集結　国際ビジネスメッセ　11/ ５・６
　企業に商談の場を提供し、ビジネス拡大を支援す
る産業見本市「新潟国際ビジネスメッセ2009」を開催
します。13回目となる今回は国内外の130を超える企
業・団体が出展します。
　情報通信技術、環境や福祉など幅広い分野で最新
の製品やサービスを紹介します。また、新産業の創
出につながる大学の研究成果の紹介、ビジネスに役
立つセミナーなどを行います。
日時　11月５日（木）・６日（金）午前10時～午後５時　会場　産業振興センター
Í同メッセ実行委員会事務局（産業政策課内 025-210-8340）　
※詳しくはホームページ（http://messe-niigata.jp/）に掲載

日時 内容

11/５
(木)

13:00
～14:30

「従業員のメンタルヘルス対
策を考える」山﨑敦(㈱セー
フティネット代表取締役)

15:00
～16:30

「クラウドコンピューティン
グによって企業はどう変わ
る？」佐藤賢一(㈱ＩＴコン
サルティング代表取締役)

中小企業診断士らによる　経営・起業相談窓口
　中小企業が抱える経営課題の解
決や、起業を支援するため、中小企
業診断士らが無料で個別相談に応
じます。経営・技術・金融の各相談
窓口のほか、インターネットでも相
談を受け付けています。
定員　各日先着２人　※窓口相談
は要予約
Ì新潟IPC財団（産業政策課内 025-224-0550）

ビジネスセミナー
Ì当日直接会場

日時 場所

窓
口
相
談

経営

毎週水曜 午後１時
～３時

産業政策課
市役所

第１分館３階第２・４・５金曜

第１金曜 午後３時
～５時

ほんぽーと
第３金曜 クロスパルにいがた

技術・金融 随時 産業政策課

インターネット
相談

ホームページアドレス
（https://www.niigata-ipc.or.jp/ipc/soudan/index.
htm）　※５営業日以内に返答します

（ ）

スポーツ振興について調査審議　審議会委員を募集
　スポーツ振興審議会では、市の諮問に応じて、本市のスポーツ振興に関し調査審議します。
　委員は、公募委員のほか、スポーツ関係者など20人以内で構成し、任期は12月１日から平
成23年11月30日まで。会議は年２回程度開催します。
対象　本市に在住し、４月１日現在20歳以上で、平日昼間に行う会議に出席できる人（議員
や公務員、本市のほかの審議会などの委員を除く）
募集人数　２人程度
応募・問い合わせ　11月９日月曜（必着）までに｢本市のスポーツ振興について｣と題した作文
（1200字以内）に、住所、氏名、性別、生年月日、現在の職業、主な職歴、活動経験、応募の
動機を記入した用紙を添えて、郵送（〒951-8550）、メール（sports@city.niigata.lg.jp）でスポー
ツ振興課（ 025-226-2595）へ
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勤務
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合計
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（98）
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合計
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3
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ど

位：人）

④定員適正化計画の数値目標及び進ちょく状況
　平成17年度から平成21年度までの５年間で職員数660人（8.1%）を削減することを目標
とした定員適正化計画を策定し、その達成に努めています。

計 画 期 間
数 値 目 標

始　期 終　期

平成17年４月１日 平成22年３月31日 660人（8.1％）の純減

一部の

ア　定員適正化目標

（単位：人）

部　門
実　績 数 値 目 標

H17.4.1
職員数

H21.4.1
職員数 差 H21.4.1

職員数
H22.4.1
職員数

普通会計

一般行政 4,186 3,991 △195 3,963 3,863

教　　育 1,317 1,107 △210 1,176 1,119

消　　防 886 902 16 907 907

公営企業等会計 1,808 1,593 △215 1,656 1,648

計 8,197 7,593 △604 7,702 7,537

イ　定員適正化計画の年次別進ちょく状況（実績）

※平成17年4月1日の職員数は、旧巻町等職員を含みます

（２）職員の給与の状況
①人件費の状況（平成20年度普通会計決算）
歳出総額のうち人件費は572億6,408万円となり、歳出総額に占める割合は17.5％でした。

年度 歳出額（Ａ）
実質収支

（歳入総額－
　　　歳出総額）

 人件費（Ｂ） 人件費率
 　（Ｂ／Ａ）

20年度 千円
327,980,207

千円
770,318

千円
57,264,081

％
17.5

※普通会計は水道職員や病院職員などの公営企業にかかる経費は除きます。なお、人
件費には共済費の事業主負担が含まれています

②職員給与費の状況（平成21年度普通会計予算）
　給与総額と職員数の状況は表の通りで、職員１人当たりの平均年間給与総額は約639
万円（前年比△15万円）です。

年度 職員数
 （Ａ）

給与費  １人当たり
給与費

（Ｂ／Ａ）給　料 職員手当 期末･勤勉
手当 計（Ｂ）

21年度
人

6,168
千円

24,982,413
千円

4,271,387
千円

10,134,219
千円

39,388,019
千円
6,385

※職員手当は退職手当を除くそのほかの手当（扶養・通勤・住居・時間外勤務手当など）
の総額です

③職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況
　（平成21年4月1日現在）

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 43.42歳 339,265円 412,984円

※１．「一般行政職」とは国において給料表が異なる税務職と福祉職の職員は除きます
　２．「平均給料月額」とは平成21年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の

平均です
　３．「平均給与月額」とは給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、

時間外勤務手当など諸手当の額を合計したものです

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
技能労務職 46.58歳 331,211円 362,698円
うち用務員 47.50歳 332,027円 352,830円
うち清掃作業員 47.08歳 349,207円 407,238円
うち給食調理員 45.25歳 313,842円 324,735円

④職員の初任給の状況（平成21年4月1日現在）

区分
新潟市 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

一般行政職
 大 学 卒  172,200 円 182,400 円 172,200 円 182,400 円

 高 校 卒 140,100 円 147,200 円 140,100 円 147,200 円

技能労務職  高 校 卒 137,200 円 144,300 円 137,200 円 144,300 円
※初任給は学校卒業後直ちに採用された場合の月額です
⑤職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）

区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般
行政職

大学卒 251,328 円 306,408 円 364,532 円 395,878 円 424,663 円

高校卒 217,500 円 263,150 円 307,957 円 363,024 円 391,000 円

技能
労務職 高校卒 207,633 円 252,748 円 291,041 円 330,030 円 378,619 円

※１．経験年数は採用前に民間企業勤務経験などがある場合にはその期間を換算し、
採用後の年数に加算した年数をいいます。卒業後直ちに採用され、引き続き勤
務している場合は採用後の年数です

　２．特定幹部職員（部長以上）は含まれていません

⑥一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １年前構成比 ５年前構成比
９級 部長 11人 0.4% 0.5% 0.3%
８級 部長 31人 1.0% 0.9% 0.9%
７級 次長 27人 0.9% 1.1% 1.1%
６級 参事・課長 225人 7.3% 8.0% 12.1%
５級 副参事・課長補佐 752人 24.3% 26.1% 22.3%
４級 課長補佐・主幹 626人 20.3% 19.0% 18.0%
３級 係長・主査・副主査 873人 28.2% 27.1% 26.4%
２級 主事・技師 289人 9.3% 10.2% 11.7%
１級 主事・技師 256人 8.3% 7.1% 7.2%
※１．この表は一般行政職の職員について、俸給表の級区分別の職員数の状況を示し

たものです
　２．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です

⑦職員の手当の状況（平成20年4月1日～平成21年3月31日）
ア　期末・勤勉手当
１人当たり平均支給額
　　　　　　　　　　　1,676千円
支給割合 
　　　　　期末手当      勤勉手当
　　　　　3.00 月分     1.45 月分
　　　  　（1.60）月分   （0.75）月分
加算措置の状況
職制上の段階、職務の級などによ
る加算措置
　　・役職加算     　 ５～20％
　　・管理職加算   　なし
※（　）内は、再任用職員に係る支給
割合です

（支給率）          自己都合 勧奨・定年
勤続20年 23.50  月分 30.55 月分
勤続25年          33.50  月分 41.34 月分
勤続35年           47.50  月分 59.28 月分
最高限度額 59.28 月分 59.28 月分
そのほかの
加算措置

定年前早期退職特例
措置（２～20%加算）

1人当たり
平均支給額 3,121千円 25,316千円

イ　退職手当（平成21年3月31日現在）

ウ　特殊勤務手当（普通会計決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合 22.8％
支給対象職員１人当たり平均支給年額 98,083円
手当の種類（全職種） 18種類

支給額の多い手当 夜間特殊業務手当、緊急出動手当、療育指
導等業務手当

支給対象職員の多い手当 夜間特殊業務手当、緊急出動手当
エ　時間外勤務手当（普通会計決算）

支給実績  1,816,842千円

職員１人当たり平均支給年額  303千円

オ　そのほかの手当（主なもの）

扶養
手当

配偶者 13,000円

子どもなど（年齢などの区分に応じて） 6,500～16,000円

住居
手当

持ち家 2,500円

借家・アパートなど（家賃の額に応じて） 最高　27,000円

通勤
手当

バス・電車などの利用者（運賃の額に応じて） 最高　55,000円

自転車・自動車などの使用者（片道の使用距離に応じて） 2,000～24,500円

⑧特別職の報酬などの状況（平成21年4月1日現在）

区　分 給料月額など

給料
市　　　　　長 1,163,000円
副　　市　　長 939,000円

報酬
議　　　　　長 778,000円
副　　議　　長 700,000円
議　　　　　員 653,000円

期末手当

市　　　　　長
６月期　1.60月分
12月期　1.75月分

計　3.35月分

副　　市　　長
議　　　　　長
副　　議　　長
議　　　　　員

退職手当
市　　　　　長 給料月額（1,163,000円）× 在職月数 × 0.64（任期毎）
副　　市　　長 給料月額（  939,000円）× 在職月数 × 0.42（任期毎）

 （３）懲戒処分者数（平成20年4月1日～平成21年3月31日） （単位：人）

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告
など

１　法令に違反した 2 0 0 1 3 11
２　職務上の義務に違反しまたは職務を
　　怠った 3 5 1 0 9 67

３　全体の奉仕者たるにふさわしくない
　　非行があった 7 3 2 4 16 1

合　　　　計 12 8 3 5 28 79
※１．懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない非行がある場合に、職員の一定の義

務違反に対する道義的責任を問い、公務における規律と秩序を維持することを目
的とする処分をいい、戒告、減給、停職、免職の４種類があり、地方公務員法第
29条に規定されています

　２．訓告とは、懲戒処分には至らないが、公務員としてふさわしくない非行がある場
合に、注意を喚起し、公務における規律と秩序を維持することを目的として行わ
れるものをいいます

処分事由 処分の種類


